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ニセコ町の財政状況  

 

 私達はこれまでの延長線上にない世界を生きている。世界を一変させた新型コロナウ

イルス感染症、力による一方的な現状変更という国際秩序の根幹を揺るがすロシアのウ

クライナ侵略、権威主義的国家による民主主義・自由主義への挑戦、一刻の猶予も許さ

ない気候変動問題など我が国を取り巻く環境に地殻変動とも言うべき構造変化が生じ

るとともに、国内においては、回復の足取りが依然脆弱な中での輸入資源価格高騰によ

る海外への所得流出、コロナ禍で更に進む人口減少・少子高齢化、潜在成長率の停滞、

災害の頻発化・激甚化など、内外の難局が同時に、そして複合的に押し寄せている。 

国は、この難局を単に乗り越えるだけでなく、こうした社会課題の解決に向けた取組

それ自体を付加価値創造の源泉として成長戦略に位置付け、官民が協働して重点的な投

資と規制・制度改革を中長期的かつ計画的に実施することにより、課題解決と経済成長

を同時に実現しながら、経済社会の構造を変化に対してより強靱で持続可能なものに変

革する「新しい資本主義」を起動することである。こうして我々自身の資本主義をバー

ジョンアップすることにより、自由で公正な経済体制を一層強化していくとしている。 

本町における近年の財政状況は、財源として補助金や交付税措置のある有利な起債を

活用して各種まちづくりや地域経済の活性化に取り組むなど、持続的発展につながるよ

うな財政運営を行ってきました。このほか、従前のまちづくりを継承し、ニセコ町の価

値を高めるような施策を推進してきたことで、国勢調査の結果が３期連続で人口増加と

なったほか、町税収入も令和元年度まで増加傾向が続くなど、これまでの取り組みの成

果が現れつつあるところです。しかし、ロシアのウクライナ侵略などによる物価高騰や

新型コロナウイルス感染収束の見通しが一向に立たない中、町内の経済状況は一段と深

刻化しています。 

令和３年度本町独自の新型コロナウイルス対策事業としては、約１．５億円の経済対

策や感染症対策を実施しました。このほか財源確保や歳出予算の効率的な執行に努め、

各基金におよそ４億円を積み立てることができました。 

町の借金である地方債残高については、新規投資的事業の優先順位付や計画的な執行

により、着実な減少が図られています。平成１６年度のピーク時には、地方債残高が全

会計で１１０億円以上ありましたが、役場新庁舎・防災センター整備事業の起債借入が

終わった現在でも２割以上を削減しています。しかし、将来的な財政負担の割合や毎年

度の償還（返済）額も決して小さくないことから、地方債残高の適正管理に向けた着実

かつ継続した取組みが必要となっています。 

 引き続き将来の発展・まちづくりの充実に向けた施策を行いながら、健全な財政運営

を継続していくため、今後も新たな財源の確保や安定した収入の検討を進めていくほか、

事業の見直しなどに取り組むこととしています。 
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一般会計 

 令和３年度の一般会計決算は、大型事業である役場新庁舎・防災センター整備事業の

終了により、歳入歳出ともに前年度を下回る決算となりました。実質収支については、

１億８，４５９万円を確保しています。 

地方債残高は、全会計で前年度比△１億３０万円の８５億３，１６８万円。基金残高

は、一般会計で前年度比＋２億４，７０２万円の１５億１，１１０万円となりました。 

 ≪参考：上記基金のほか、道内の自治体が共同して災害に備えるための積立金（納付

金）として、北海道備荒資金組合納付金があり、ニセコ町の令和２年度末の

納付金残高は前年度比＋１３４万円の合計１億７，５８１万円となっていま

す。≫ 

基金（貯金）・地方債（借入金）の残高推移 

 

  

令和３年度の主な事業としては、児童生徒の増加に伴う近藤小学校校舎棟増築工事、老

朽化に伴う公営住宅の長寿命化工事更新、役場新庁舎の備品購入などを行いました。 

 また、国の直営事業となりますが、本町始まって以来の大規模公共事業といえる「国

営緊急農地再編整備事業」に着手して７年目となり、現在鋭意工事に取り組んでいます。

今後も国や北海道の制度を活用した対策を進めていきます。  

なお、令和３年度予算に計上していますが、事業の進捗状況や国の予算措置時期など

の要因から「住民税非課税世帯等臨時特別給付金事業」、「産地生産基盤パワーアップ事

業」、「公営住宅改修事業」等に係る予算合計額１７３，２２０万円は令和４年度に繰り

越して実施します。 
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翌年度への繰越事業 

 

 

 

一 般 会 計 単位：千円

国庫支出金

１ 56,765

国庫支出金

３ 2,728

国庫支出金

１ 54,302

国庫支出金

21,505

７ 地方債

25,100

国庫支出金

585

国庫支出金

1,350

国庫支出金

４ 900

地方債

２ 6,450

280,915 173,220 0 169,685 3,535

翌 年 度
繰 越 額

左 の 財 源 内 訳

既 収 入
特 定 財 源

未 収 入
特 定 財 源
調 定 未 済 額

一 般 財 源

0

戸籍住民基本
台帳費

社会保障・税番号制度
シ ス テ ム 整 備 事 業

2,728 2,728

款

１０ 教育費

合　　　　　　計

２ 総務費

事　　 業 　　名

６ 農林水産業費

高等学校費
高 等 学 校 教 育 活 動
継 続 支 援 事 業

公 立 学 校 情 報 機 器
整 備 事 業

1,650 1,650

項

８ 土木費 住宅費 公 営 住 宅 改 修 事 業 46,610

金　　額

２ 総務費 総務管理費
住 民 税 非 課 税 世 帯 等
臨 時 特 別 給 付 金 事 業

114,669

農業費
産 地 生 産 基 盤
パ ワ ー ア ッ プ 事 業

84,940

小 中 学 校 教 育 活 動
継 続 支 援 事 業

2,800 2,800 0 1,450

土木施設災害復旧事業 25,618 6,465

1,900 1,900

１ 教育総務費１０ 教育費

１１ 災害復旧費
公共土木施設
災害復旧費

56,765 0 0

0 15

0 1,000

46,610 0 5

0 1,065

0 0

54,302 0
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決算状況                            （単位：千円、％） 

 

令和３年度の一般会計歳入総額は前年度比△１３億７，２９２万円（△１８．９％）

の５８億８，５５１万円となりました。これは役場新庁舎・防災センター整備事業の完

了に伴う減額が主な要因です。 

 主要財源である地方交付税は、普通交付税が２億７，４２４万円の増、特別交付税が

９，５２０万円の増となった影響により、総額が前年度比＋３億６，９４４万円（＋１

８％）の２４億２，１１６万円となりました。普通交付税と臨時財政対策債を合わせた

実質的な普通交付税額についても、総額が前年度比＋３億８９６万円（＋１４．４％）

の２１億４，８３６万円となっています。令和３年度算定では、基準財政需要額が過去

最高値、基準財政収入額が過去２番目の数値となっており、税収の７５％相当は、普通

交付税において減額算定となりますが、残りの２５％相当は町の留保財源確保につなが

っています。 

 基金については、新庁舎の備品購入の関係で庁舎建設基金等について一部取り崩しは

ありましたが、減債基金に８，５００万円、公共施設整備基金に１億６万円、国営緊急

農地再編整備事業基金に１，０００万円など、合計で３億５，４８７万円を積み立てる

ことができたため、基金総額については前年度比＋２億４，７０２万円（＋１６．３％）

となりました。 

町債は大型公共事業の完了に伴い、前年度比△１３億８，１５５万円（△７２．５％)

の５億２，４５４万円、地方債残高については、前年度比△１億６，０２３万円（△２．

２）の７０億９，５６６万円となりました。 

 令和３年度一般会計歳出総額は前年度比△１３億８，９１２万円（△１９．６％）の

５６億９，７３７万円となりました。 

 公債費については平成１８年度をピークに減少傾向にありましたが、令和２年度で下

げ止まりとなり、令和３年度に猶予特例債の満期一括償還があることから一旦増額しま

した。役場新庁舎の元金償還が始まる令和７年度まで横ばい傾向が続く見込みです。 

 財政（決算）の状態を示す指標のうち、実質収支は１億８，４５９万円の黒字で、実

質単年度収支は１，５２３万円の黒字となりました。 

財政の弾力性を示す経常収支比率は、分母となる歳入で普通交付税が増収したことか

ら、△５．７ポイント減の８３．６％となりました。 

 「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づく健全化判断比率は、いずれの

指標も早期健全化基準を下回る結果となっています。 

令和３年度 ① 令和２年度 ② 増減額 ③=①-② 増減率 ③／②

歳入合計  Ａ 5,885,511 7,258,434 △ 1,372,923 △ 18.9

歳出合計　Ｂ 5,697,379 7,086,508 △ 1,389,129 △ 19.6

歳入歳出差引額　Ｃ＝Ａ－Ｂ 188,132 171,926 16,206 9.4

翌年度に繰越すべき財源　Ｄ 3,535 2,565 970 皆増

実質収支額　Ｅ＝Ｃ－Ｄ 184,597 169,361 15,236 9.0

単年度収支額　F＝今年度E-前年度E 15,236 154,125 △ 138,889 △ 90.1

財政調整基金積立額　G 42 59 △ 17 △ 28.8

繰上償還額　H 0 0 0 -

財政調整基金取崩し額　I 0 0 0 -

実質単年度収支額　J＝F+G+H-I 15,278 154,184 △ 138,906 △ 90.1

区　　分

決
算
収
支
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   健全化判断比率（令和３年度決算に基づく算定結果） 

健全化判断比率の指標 ニセコ町算定値 早期健全化基準 

実質赤字比率 － １５．０％ 

連結実質赤字比率 － ２０．０％ 

実質公債費比率 ８．０％ ２５．０％ 

将来負担比率 ５３．４％ ３５０．０％ 

 ※実質赤字比率及び連結実質赤字比率はない（「－」は黒字であることを表す） 

【実質赤字比率】一般会計等を対象とした実質赤字の標準財政規模に対する比率 

【連結実質赤字比率】全会計を対象とした実質赤字（又は資金の不足額）の標準財政規模に対する比率 

【実質公債費比率】一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模に対する比率 

【将来負担比率】一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する比率 

 

 健全化判断比率のうち実質公債費比率は、標準財政規模の増加等により８．０％と２．

０ポイントの減となりました。将来負担比率は５３．４％で９．１ポイントの減となっ

ています。将来負担比率の減少については、基金の積立てによる基金の増額が主な要因

です。 

 これらの比率は、今後の消防庁舎整備事業や国営緊急農地再編整備事業の借入による

増加が見込まれるため、将来にわたる公債費負担と財源確保のバランス、各種公共事業

の実施による変動に今後も留意する必要があります。 

 

財政状況指数の推移  

 

 (※)経常収支比率   経常的経費に充当した一般財源  ×１００ 

                   経常一般財源  
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一般会計
（歳入） （単位：千円、％）

区　分　

　款

1.町税 868,025 889,847 881,999 585 7,263 99.1 15.0
2.地方譲与税 58,768 58,768 58,768 0 0 100.0 1.0
3.利子割交付金 500 402 402 0 0 100.0 0.0
4.配当割交付金 2,086 2,086 2,086 0 0 100.0 0.0
5.株式等譲渡所得割交付金 2,555 2,555 2,555 0 0 100.0 0.0
6.法人事業税交付金 12,070 12,070 12,070 0 0 100.0 0.2
7.地方消費税交付金 123,134 123,134 123,134 0 0 100.0 2.1
8.ゴルフ場利用税交付金 2,193 2,193 2,193 0 0 100.0 0.0
9.環境性能割交付金 3,746 3,746 3,746 0 0 100.0 0.1
10.地方特例交付金 62,398 62,475 62,475 0 0 100.0 1.1
11.地方交付税 2,421,168 2,421,168 2,421,168 0 0 100.0 41.1
12.交通安全対策特別交付金 800 705 705 0 0 100.0 0.0
13.分担金及び負担金 22,683 22,453 22,453 0 0 100.0 0.4
14.使用料及び手数料 156,954 158,989 156,641 0 2,348 98.5 2.7
15.国庫支出金 738,302 658,393 658,393 0 0 100.0 11.2
16.道支出金 341,874 289,653 289,653 0 0 100.0 4.9
17.財産収入 34,561 33,578 33,578 0 0 100.0 0.6
18.寄附金 189,383 190,380 190,380 0 0 100.0 3.2
19.繰入金 107,853 107,852 107,852 0 0 100.0 1.8
20.繰越金 171,926 171,926 171,926 0 0 100.0 2.9
21.諸収入 162,536 162,773 158,793 0 3,980 97.6 2.7
22.町債 557,591 524,541 524,541 0 0 100.0 8.9

合　　計 6,041,106 5,899,687 5,885,511 585 13,591 99.8 100.0

構成比予算現額 調定額 収入済額
不　納
欠損額

収　入
未済額

収納率

 

0 500,000 1,000,000 1,500,000 2,000,000

1.町税

2.地方譲与税

3.利子割交付金

4.配当割交付金

5.株式等譲渡所得割交付金

6.法人事業税交付金

7.地方消費税交付金

8.ゴルフ場利用税交付金

9.環境性能割交付金

10.地方特例交付金

11.地方交付税

12.交通安全対策特別交付金

13.分担金及び負担金

14.使用料及び手数料

15.国庫支出金

16.道支出金

17.財産収入

18.寄附金

19.繰入金

20.繰越金

21.諸収入

22.町債

単位：千円

収入額の前年度比較

令和２年度（上段） 令和３年度（下段）
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町税の収入総額は、８億８，１９９万円で前年度比＋１，５８９万円（＋１．８％）

の微増となりました。前年度比では増となっていますが、依然として新型コロナウイル

ス感染症の影響を受け、コロナ前と比べると町民税や入湯税で減収となっています。 

滞納繰越分を含む収納率は９９．１％と前年度から４．０ポイント増となっています。 

  

町税の状況 （単位：千円、％）

個人 236,101 249,503 249,028 405 99.8
法人 49,324 50,432 50,366 66 99.9
計 285,425 299,935 299,394 471 99.8

一般 463,297 463,506 463,315 191 100.0
交付金 100 100 100 0 100.0

計 463,397 463,606 463,415 191 100.0
環境性能割 14,927 14,899 14,867 32 99.8

種別割 961 961 961 0 100.0
計 15,888 15,860 15,828 32 99.8

38,202 38,216 38,216 0 100.0
27,857 27,858 27,858 0 100.0

830,769 845,475 844,711 694 99.9
個人 741 6,056 742 4,991 12.3
法人 335 659 335 324 50.8
計 1,076 6,715 1,077 5,315 16.0

固定資産税 一般 36,179 37,500 36,179 1,129 96.5
軽自動車税 種別割 1 156 32 124 20.5

37,256 44,371 37,288 6,568 84.0
868,025 889,846 881,999 7,262 99.1合　　　計

計

計

固定資産税

町民税

町民税
滞
納
繰
越
分

軽自動車税

現
年
課
税
分

町たばこ税
入湯税

区
分

税　　目 予算現額 調定額 収入済額
収　入
未済額

収納率

町民税

34%

固定資産税

57%

軽自動車税

2%

町たばこ税

4%

入湯税

3%
町税の区分別収入割合

町民税

固定資産税

軽自動車税

町たばこ税

入湯税
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 歳出総額は前年度から大幅に減額となっており、各款における予算の増減は大型公共

事業や臨時給付金事業の実施または完了に伴うものです。 

まず、増額が大きい民生費については、住民税非課税世帯や子育て世帯への臨時特別

給付金事業の実施によるものです。一方、減額が大きい総務費は前年度の役場新庁舎・

防災センター整備事業や定額給付金事業の実施完了によるものとなっています。 

  

一般会計
（歳出） （単位：千円、％）

区　分　

　款

1.議会費 42,176 41,019 0 1,157 97.3 0.7
2.総務費 2,359,702 2,221,072 59,493 79,137 94.1 39.0
3.民生費 594,810 574,603 0 20,207 96.6 10.1
4.衛生費 410,364 397,840 0 12,524 96.9 7.0
5.労働費 2,186 2,137 0 49 97.8 0.0
6.農林水産業費 319,746 257,166 54,302 8,278 80.4 4.5
7.商工費 156,497 149,840 0 6,657 95.7 2.6
8.土木費 643,912 592,556 46,610 4,746 92.0 10.4
9.消防費 193,504 189,386 0 4,118 97.9 3.3
10.教育費 575,370 537,544 6,350 31,476 93.4 9.4
11.災害復旧費 29,595 22,284 6,465 846 75.3 0.4
12.公債費 711,933 711,932 0 1 100.0 12.5
13.予備費 1,311 0 0 1,311 0.0 0.0

合　　計 6,041,106 5,697,379 173,220 170,507 94.3 100.0

予算現額 支出済額
翌年度

繰越額
不用額 執行率 構成比

 

0 500,000 1,000,000 1,500,000 2,000,000 2,500,000 3,000,000 3,500,000 4,000,000 4,500,000

1.議会費

2.総務費

3.民生費

4.衛生費

5.労働費

6.農林水産業費

7.商工費

8.土木費

9.消防費

10.教育費

11.災害復旧費

12.公債費

13.予備費

単位：千円

支出額の前年度比較

令和２年度（上段） 令和３年度（下段）
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令和３年度の国民健康保険事業特別会計は、歳入総額が前年度比△３２１万円（△１．

４％）の２億２，６３５万円、歳出総額は前年度比△３００万円（△１．３％）の２億

２，５５４万円となりました。国民健康保険税の収納率は、滞納繰越分を含め０．９ポ

イント増の９７．９％となっており、滞納対策の効果や納付環境整備の効果が伺えます。 

 なお、収支見込みから、国民健康保険基金に１，６２０万円を積み立てました。これ

により、国民健康保険基金の令和３年度末現在高は７，９１２万円となっています。 

 実質収支は８１万円の黒字で令和４年度に繰り越しています。 

  

 

 

 

 

 

 

  

国民健康保険事業特別会計
（歳入） （単位：千円、％）

区　分　

　款

1.国民健康保険税 158,288 161,597 158,166 433 2,997 97.9 69.8

2.財産収入 1 1 1 0 0 0.0 0.0

3.繰入金 56,498 56,489 56,489 0 0 100.0 25.0

4.繰越金 1,023 1,023 1,023 0 0 100.0 0.5

5.諸収入 10,671 10,680 10,680 0 0 100.0 4.7

6.国庫支出金 0 0 0 0 0 #DIV/0! 0.0

合　　計 226,481 229,790 226,359 433 2,997 98.5 100.0

（歳出） （単位：千円、％）

区　分　

　款

1.総務費 208,739 208,373 0 366 99.8 92.5

2.保健事業費 50 50 0 0 100.0 0.0

3.基金積立金 16,201 16,201 0 0 100.0 7.2

4.諸支出金 991 922 0 69 93.0 0.4

5.予備費 500 0 0 500 0.0 0.0

合　　計 226,481 225,546 0 935 99.6 100.0

構成比

構成比

予算現額 調定額 収入済額
不納

欠損額
収入

未済額
収納率

予算現額 支出済額
翌年度
繰越額

不用額 執行率
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令和３年度の後期高齢者医療特別会計は、歳入総額が前年度比△２９７万円（△５．

１％）の５，５５２万円、歳出総額は前年度比△２９９万円（△５．１％）の５，５４

７万円となりました。 

 実質収支は５万円の黒字で、令和４年度に繰り越しています。 

  

後期高齢者医療特別会計
（歳入） （単位：千円、％）

区　分　

　款

1.後期高齢者医療保険料 39,158 35,658 35,658 0 0 100.0 64.2

2.繰入金 21,483 19,753 19,753 0 0 100.0 35.6

3.繰越金 50 30 30 0 0 100.0 0.1

4.諸収入 309 87 87 0 0 100.0 0.2

5.国庫支出金 0 0 0 0 0 #DIV/0! 0.0

合　　計 61,000 55,528 55,528 0 0 100.0 100.0

（歳出） （単位：千円、％）

区　分　

　款

1.総務費 972 856 0 116 88.1 1.5
2.後期高齢者医療広域連合納付金 59,673 54,534 0 5,139 91.4 98.3

3.諸支出金 305 87 0 218 28.5 0.2

4.予備費 50 0 0 50 0.0 0.0

合　　計 61,000 55,477 0 5,523 90.9 100.0

構成比

構成比

予算現額 調定額 収入済額
不納

欠損額
収入

未済額
収納率

予算現額 支出済額
翌年度
繰越額

不用額 執行率
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令和３年度の簡易水道事業特別会計は、歳入総額が前年度比＋４，７４６万円（＋１

４．０％）の３億８，７００万円、歳出総額は前年度比４，７３９万円（＋１４．０％）

の３億８，６４４万円となりました。この増額要因は、曽我地区配水管更新工事のほか、

市街地区井戸さく井工事などの実施に伴うもので、歳入の町債、歳出の建設改良費が大

幅に増額しています。水道使用料は、前年度比＋５８万円（＋０．５％）の１億１，０

０５万円となりました。 

 実質収支は５５万円の黒字で、令和４年度に繰り越しています。 

 なお、簡易水道事業特別会計は黒字のため、財政健全化法における資金不足比率（経

営健全化基準は資金不足比率２０．０％以上）は生じませんでした。 

  

 

 

簡易水道事業特別会計
（歳入） （単位：千円、％）

区　分　

　款

1.使用料及び手数料 110,644 110,662 110,051 0 611 99.4 28.4

2.国庫支出金 17,171 17,171 17,171 0 0 100.0 4.4

3.繰入金 43,500 43,500 43,500 0 0 100.0 11.2

4.繰越金 50 494 494 0 0 100.0 0.1

5.諸収入 11,685 11,684 11,684 0 0 100.0 3.0

6.町債 204,100 204,100 204,100 0 0 100.0 52.7

合　　計 387,150 387,611 387,000 0 611 99.8 100.0

（歳出） （単位：千円、％）

区　分　

　款

1.総務費 24,126 23,793 0 333 98.6 6.2

2.管理費 60,728 60,528 0 200 99.7 15.7

3.建設改良費 238,258 238,091 0 167 99.9 61.6

4.公債費 64,038 64,036 0 2 100.0 16.6

5.予備費 0 0 0 0 #DIV/0! 0.0

合　　計 387,150 386,448 0 702 99.8 100.0

構成比

構成比

予算現額 調定額 収入済額
不納

欠損額
収入

未済額
収納率

予算現額 支出済額
翌年度
繰越額

不用額 執行率
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令和３年度の公共下水道事業特別会計は、歳入総額が前年度比＋８１４万円（＋４．

５％）の１億９，０６２万円で、歳出総額は前年度比＋８０６万円（＋４．４％）の１

億９，００９万円となりました。令和２年度に策定した公共下水道ストックマネジメン

ト計画の基づき維持管理を行っており、前年度と同規模の決算となっています。下水道

使用料は、前年度比＋２３万円（＋０．５％）の４，７１８万円となりました。 

 実質収支は５２万円の黒字で、令和４年度に繰り越しています。 

 なお、公共下水道事業特別会計は黒字のため、財政健全化法における資金不足比率（経

営健全化基準は資金不足比率２０．０％以上）は生じませんでした。 

 

 

  

公共下水道事業特別会計
（歳入） （単位：千円、％）

区　分　

　款

1.分担金及び負担金 100 100 100 0 0 100.0 0.1

2.使用料及び手数料 47,368 47,257 47,180 25 52 99.8 24.8

3.国庫支出金 3,300 3,300 3,300 0 0 100.0 1.7

4.繰入金 127,600 127,600 127,600 0 0 100.0 66.9

5.繰越金 446 446 446 0 0 100.0 0.2

6.諸収入 1 0 0 0 0 #DIV/0! 0.0

7.町債 12,000 12,000 12,000 100.0 6.3

合　　計 190,815 190,703 190,626 25 52 100.0 100.0

（歳出） （単位：千円、％）

区　分　

　款

1.総務費 21,044 20,718 0 326 98.5 10.9

2.管理費 50,119 49,852 0 267 99.5 26.2

3.建設改良費 10,999 10,980 0 19 99.8 5.8

4.公債費 108,653 108,549 0 104 99.9 57.1

5.予備費 0 0 0 0 #DIV/0! 0.0

合　　計 190,815 190,099 0 716 99.6 100.0

構成比

構成比

予算現額 調定額 収入済額
不納

欠損額
収入

未済額
収納率

予算現額 支出済額
翌年度
繰越額

不用額 執行率
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令和３年度の農業集落排水事業特別会計は、歳入総額が前年度比＋７２万円（＋１４．

２％）の５７８万円、歳出総額は前年度比＋７５万円（＋１５．２％）の５６７万円と

なりました。この増額要因は、農業集落施設の更新事業に伴う負担金増額によるもので

す。 

 実質収支は１０万円の黒字となり、令和４年度に繰り越しています。 

 農業集落排水事業特別会計は黒字のため、財政健全化法における資金不足比率（経営

健全化基準は資金不足比率２０．０％以上）は生じませんでした。 

なお、農業集落排水事業については、隣接する蘭越町との広域事業により管理を行っ

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

農業集落排水事業特別会計
（歳入） （単位：千円、％）

区　分　

　款

1.分担金及び負担金 1 0 0 0 0 0.0 0.0

2.使用料及び手数料 402 437 437 0 0 100.0 7.6

3.繰入金 5,246 4,400 4,400 0 0 100.0 76.1

4.繰越金 50 143 143 0 0 100.0 2.5

5.諸収入 1 0 0 0 0 #DIV/0! 0.0

6.町債 1,000 800 800 0 0 100.0 13.8

合　　計 6,700 5,780 5,780 0 0 100.0 100.0

（歳出） （単位：千円、％）

区　分　

　款

1.総務費 23 21 0 2 91.3 0.4

2.管理費 3,101 2,185 0 916 70.5 38.5

3.公債費 3,526 3,466 0 60 98.3 61.1

4.予備費 50 0 0 50 0.0 0.0

合　　計 6,700 5,672 0 1,028 84.7 100.0

構成比

構成比

予算現額 調定額 収入済額
不納

欠損額
収入

未済額
収納率

予算現額 支出済額
翌年度
繰越額

不用額 執行率


